
 

2026 年 7 月 31 日 

各 位 

会社名 株式会社 SBI 新生銀行 

代表者名 代表取締役社長 川島 克哉 

（コード番号：8303 東証プライム市場） 

 

 

東急不動産ホールディングス株式会社へのサステナビリティ・リンク・ローンの実行について 
 

 

株式会社 SBI 新生銀行（東京都中央区、代表取締役社長 川島 克哉、以下「SBI 新生銀行」）は、東急不動

産ホールディングス株式会社（東京都渋谷区、代表取締役社長 星野 浩明、以下「東急不動産 HD」）向けに、サ

ステナビリティ・リンク・ローン（以下「本ローン」）を実行いたしました。 

 

サステナビリティ・リンク・ローンとは、お客さまのサステナビリティ経営を促進し、企業価値の向上と環境面・社会面で

持続可能な経済活動の実現を目指す融資商品です。お客さまの全社的なサステナビリティ経営方針およびビジネス戦

略と整合した野心的なサステナビリティ・パフォーマンス目標（以下、「SPTs」）を設定し、その達成状況と金利等の貸付

条件を連動させることで、SPTs 達成へのインセンティブを提供します。 

 

東急不動産 HD は長期ビジョン「GROUP VISION 2030」において「環境経営」を全社方針として掲げており、環境

重点課題である「脱炭素社会」「循環型社会」「生物多様性」を切り口に高い付加価値の創出を通じて、「環境プレミ

アムの創出」を図っていく方針です。本ローンで利用する「サステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク」※は、東急

不動産 HD のサステナビリティ戦略に適合していることについて、株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）から第三者意見を

取得しています。なお、本ローンでは、同フレームワークに設定されている KPIs および SPTs のうち、2 項目を選定してい

ます。 

 

【案件の概要】 

借入人 東急不動産ホールディングス株式会社 

資金使途 事業資金 

KPI の概要 ① 2019 年度比での Scope3（カテゴリ 1、2 および 11）の CO2 排出量削減率 

② みどりをつなぐプロジェクトにおける森林保全面積（累計） 

SPT の概要 ① 2019年度を基準年とし、2030年度にScope3のCO2排出量削減率を46.2％削減 
② 2030年度に森林保全面積を累計で3,000ha達成 

 

SBI 新生銀行グループは、2025 年度からの中期経営計画において、中期ビジョン「次世代の金融、共に築き切り拓

く未来」を掲げ、「サステナビリティ経営の深化」をその基本戦略のひとつとして位置付けています。今後もお客さまのサス

テナビリティ課題への積極的な支援を通じて、環境・社会課題の解決に向けて貢献してまいります。 

 

※東急不動産ホールディングス株式会社 「サステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク」は下記URLをご参照ください。 

サステナビリティファイナンス｜株式・社債情報｜投資家情報｜東急不動産ホールディングス株式会社  

以 上 

 

お問い合わせ先 

    SBI新生銀行 サステナビリティ＆コミュニケーション統括部 

報道機関のみなさま SBIShinsei_PR@sbishinseibank.co.jp 

株主・投資家のみなさま SBIShinsei_IR@sbishinseibank.co.jp 
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